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令和８年度 横浜市常盤台地域ケアプラザ 事業計画書 

 

＊下線部分は前年度からの変更箇所です。 

 

《 指定管理者 》 

 （１）施設名   横浜市常盤台地域ケアプラザ 

  （２）指定管理者 社会福祉法人なでしこ会   理事長 佐瀬 一裕 

  （３）指定期間  令和６(2024)年４月１日から令和１１(2029)年３月３１日 

       

《 法人基本理念 》 

   明るく誰もが温もりを感じ、夢のある生活の実現 

<社会福祉法人なでしこ会は、地域住民の自主的な福祉活動、保健活動等のための場 

を提供し、誰もが日常的に相互に支えあい、住み慣れたところで安心して自立した生活 

が続けられる地域社会の実現に寄与していきます> 

 

《 施設理念 》 

  （１）明るく誰もが温もりを感じることのできる施設運営の実現 

（２）地域住民主体で夢のあるコミュニティーづくりの支援 

 

《  事業目的 》   

  （１）地域ケアプラザの果たすべき役割である「地域における市民の健康で安心・安全な生

活」の実現に向けて、横浜市と連携・協働して活動します。 

（２）福祉・保健の拠点として地域に根差し、「地域包括ケア」推進機関として、また各種 

自主事業実施施設として具体的な目標設定をして事業運営を行います。 

  （３）介護保険事業に関しては、介護保険法の運営基準に従いながら、ご利用者様満度の高

いサービスの実現を図ります。 

 

１． 施設全体としての課題と展望 

 

常盤台地域ケアプラザの４連合町内会各地区（上星川地区・常盤台地区・中央東部地区・和田･

釜台地区）における共通の課題。 

①地域ネットワークづくり「地域のつながり」の強化 

②子ども、高齢者、障がい者等の要援護者支援を含む住民同士の「見守り・支え合い」の推進 

③高齢者の健康寿命を延ばすとともに介護予防を推進する心と体の健康づくり 
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④地域におけるボランティア等新たな「人材の発掘」 

⑤身近な地域で安心して過ごせる居場所づくり 

⑥認知症及び在宅で介護の必要な方や家族を支える取組み 

⑦医療・介護関係者の連携強化と相談対応の体制づくり 

上記の課題について重点的に事業展開していきます。 

 

（１）横浜型地域包括ケアシステムの推進及び保土ケ谷区アクションプランの推進 

｢地域包括ケアシステム｣とは、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らし

を人生の最後まで続けるために、介護･医療･介護予防･生活支援･住まいが一体的に提供

される、日常生活圏域（概ね３０分圏内）ごとの包括的な支援・サービス体制のことです。 

 横浜市では、「よこはま地域包括ケア計画」を、横浜型地域包括ケアシステムの構築を進

めていくための計画として位置づけています。現在は第９期計画（令和６年度～８年度）の

推進期間となっており、団塊ジュニア世代が６５歳以上となり、高齢者数がピークを迎える

2040 年に向けて、老後に対する「不安」を「安心」に変えるとともに、「自分らしい暮らし」

の実現に向けてあらかじめ準備・行動できるように取り組んでいくとしています。 

 横浜型地域包括ケアシステムが目指す地域づくりは、高齢者をはじめ、子ども、障がいの

ある人など、分野を問わず多くの市民が共有することのできる地域共生社会の基盤となり

ます。それぞれの分野との連携・協働ネットワークの構築が重要になります。 

今年度は、さらに地域住民や関係者・関係団体等がお互いに連携して｢地域包括ケアシス

テム｣の推進・構築に取り組めるように、地域ケアプラザとして具体的な議論をすすめると

ともに、事業の推進に取り組んでまいります。 

また、地域における一番身近な福祉保健の拠点として、地域から寄せられた相談や情報を受け

止めて、きめ細やかな支援を行ないます。また、個別の相談・支援にとどまらずに地域全体の課

題を把握して、地域の方に寄り添い、一緒になって地域課題の解決に向けた取組みを進めます。 

｢横浜型地域包括ケアシステム｣の推進と併せて、横浜型地域包括ケアシステムの構築に向け

た｢保土ケ谷区アクションプラン｣を踏まえて、計画推進の中心的な役割を担っていきます。 

計画を実現するにあたり、事業や相談を通じて把握した情報を分析し、以下のことに重点的に

取り組んでいきます。 

 

①｢つながり｣｢支えあい｣の強化支援 

②介護予防の推進 

③認知症の支援 

④多職種連携(医療･介護の連携)の推進 

 

（２） 保土ケ谷ほっとなまちづくりの推進 

指定管理者として、第５期保土ケ谷区地域福祉保健計画(ほっとなまちづくり)の推進の基

本理念である｢つながり支えあい 安心していきいきと暮らせるまち ほどがや｣及び３つ

のテーマ①見守り・支え合い②いきいき健康③担い手づくり・情報に沿って、地区支援チー

ムの一員として区計画を推進いたします。今年度は第５期ほっとなまちづくり計画の推進

初年度に当たります。これまでの経緯を踏まえた上で取り組みをすすめていきます。 

区全域計画に加えて、各地区別に特徴を生かした地区別計画を作成しています。本ケアプ

ラザエリアは４地区連合に分かれており、各地区ごとの現状に合わせたきめ細かな支援を
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心掛けています。 

 

（３）すべての地域住民に向けた取組み 

ケアプラザは「高齢者」「障がい者」「子ども」はもとより一般の市民の誰もが利用しうる

福祉・保健の相談機関、情報集積の場所、人材が集まる場所としての身近な拠点施設です。 

 また、社会福祉法人なでしこ会の基本理念｢明るく誰もが温もりを感じ、夢のある生活の

実現｣を目指して、地域住民の自主的な福祉活動、保健活動等のための場を提供し、誰もが

日常的に相互に支えあい、住み慣れたところで安心して自立した生活が続けられる地域社

会の実現に寄与していきます。 

 

 ①子育て支援 

 特に地域とのつながりが希薄になりがちな未就学児童の親子に向けた子育て広場を中心

に、ケアプラザにおける子供同士・親同士の交流を進めます。また、子育ての悩み等を受け

止めて、子育て相談や子育てサークルなどにもつなげます。 

 子どもから高齢者までの全世代住民に向けた事業として｢無料食品配布会｣を実施し、幅

広い地域住民が集う場を提供します。 

 子育て支援連絡会を通じて、地域の子育て関係機関が一同に会して情報交換をすすめま

す。 

 

 ②障がい児支援 

 障害支援機関による団体、自立支援協議会と連携して｢保土ケ谷区知ってつながる障害児地

域交流促進事業｣について一緒に検討していきます。区内ケアプラザ合同で実施する｢ほっと

フレンズ｣等も積極的に推進していきます。 

 

 ③虐待防止 

 高齢者虐待のための指針に則り、当地域ケアプラザでは、利用者への虐待は人権侵害であ

り、犯罪行為であると認識し、高齢者虐待防止法に基づき、高齢者虐待の禁止、予防及び早

期発見を徹底します。 

 地域別の要保護児童対策地域協議会実務者会議に参加して、区内の児童虐待防止の取組

みについて情報交換するとともに、事例を共有して対策を検討いたします。 

 地域ケアプラザの子育て事業を紹介するとともに、区役所こども家庭支援課や児童相談

所とも連携して要保護児童を各機関につないでいく役割を果たしていきます。 

 

（４）イベントを通じた幅広い地域住民との交流 

 日頃、福祉・保健のニーズに縁遠くケアプラザに足を運ばない地域住民にケアプラザを知

っていただくために、年に数回イベントを開催いたします。 

 フリーマーケットやコンサートなど幅広い地域住民に向けたイベントを開催することで、

比較的若い世代にも将来的に福祉保健ニーズが発生したときには、ケアプラザという相談

先があることを知っていただく効果を期待しています。 

 また、イベントに日頃のケアプラザ利用団体による発表会の要素を盛り込むことで、利用

団体の目標を作り、活動の励みとしていただくことを目指します。 

日頃、福祉・保健のニーズに縁遠くケアプラザに足を運ばない地域住民にケアプラザを知ってい
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ただくために、年に数回イベントを開催いたします。 

 また、無料食品配布会の継続に加えて、「ヘルキーメイフェア」や「秋の利用者発表会＆作品

展」等の地域住民に向けたイベントや自主事業を合築コミュニティハウスとも相談しながら実

施していきます。 

 

（５）リスクマネジメント・事故苦情等への対応 

引き続き事故苦情対策の推進に努めます。 

① 事故やヒヤリハット事例を事故苦情委員会にて共有・検討して再発防止に努めます。 

② もし事故が発生した場合は事故対応マニュアルに従い速やかに事故報告を行ないます。 

③ 郵送・ＦＡＸ送信などの際のダブルチェックや横浜市の研修資料等を活用した職員への注

意喚起継続等の対策を推進します。 

 

（６）羽沢横浜国大駅周辺地区のまちづくり 

 羽沢横浜国大駅周辺地区の住民で構成する「羽沢横国まちづくり協議会」があります。

地域住民を中心に横浜国大の教員・学生、行政、ケアプラザ・コミュニティハウス等の関係

団体と連携して地区の将来像や街づくりの目標・方針を定めて、「地域まちづくりプラン」

を策定していきます。住民提案により実現した「横浜市 羽沢横浜国大駅周辺地区バリアフ

リー基本構想」についても同時並行で 2027 年度までに実施予定となっています。これによ

り地域内のバリアフリー化と危険個所の除去がさらに進むことが期待されています。 

横浜国大ワークショップは、2008 年から７０回以上開催しており、昨年度は１０月にイベ

ント『ときわまなびフェス』『はざわまなびフェス』を開催いたしました。また、１１月には「二

つ台みーとみーと」が開業して、地域の居場所が増えました。 

引き続きケアプラザとして地域のまちづくりを支援します。具体的には、 

① 『羽沢横国まちづくり協議会』によるまちづくりプランの推進。 

② 横浜国立大学ワークショップを基軸にした取り組み。 

③ 「二つ台みーとみーと」等の地域の居場所の後方支援。 

 

（７）感染症及び自然災害への対応 

新型コロナウイルス感染症等の種々の感染症に対し、更に感染防止対策を徹底しながら、地域

住民に対して必要なサービスの提供を継続できるよう行政と連携して対応してまいります。 

また、大地震等の自然災害や新型コロナウイルス感染症拡大の際に、業務を中断させないよう

に準備するとともに、中断した場合でも優先業務を実施するためにあらかじめ業務継続計画（Ｂ

ＣＰ計画）を推進致します。 

 

（８）地域ケアプラザとしての広報活動の強化 

 

地域ケアプラザが地域の相談拠点であることを更に広く知っていただくため、ホームページを

更に活用していきます。ブログ掲載など情報をきめ細かく充実させてタイムリーな情報発信に
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努めます。 

 

（９）経営状況の改善 

昨年度は経営改善計画により、利用者数の増加に伴い一定の収入増加につながりました。一方

で、物価高騰等を背景として支出も増加しており黒字には至りませんでした。引き続き収支黒字

を目指して経営状況の改善に努めます。特に通所介護の利用率の向上と経営収支の改善を目指

して参ります。 

 

２． 地域活動・交流事業 

 地域活動・交流事業は、身近な福祉・保健に係わる活動や交流の場として、貸室の活用を

促進します。また、地域ケアプラザ主催による自主事業と共催事業を行い、地域の交流促進

を図ります。 

地域の課題（個別を含む）やニーズに基づいて自主事業の検討・実施をすすめてまいりま

す。また、高齢者だけでなく、子どもや高齢者、障がい者など地域に暮らすすべての住民が、

孤立することなく地域の一員として、自分らしく支え合って暮らせるような、地域特性に合

った住民主体の地域づくりを関係機関と連携して事業を展開してまいります。 

 

Ⅰ 地域福祉ネットワークの構築 

（１） 常盤台地区・中央東部地区・上星川地区・和田･釜台地区での老人会・食事会等に 

参加し、地域の情報交換やケアプラザからの情報発信を行い、より多くの地域住民が

ケアプラザへ安心して来られるよう定期的に地域へ出向いてコミュニケーションを

図ります。 

（２） ケアプラザでの福祉保健活動団体の活動状況等の掲示及び団体同士での交流をイベ

ントを通じて行い、ケアプラザを拠点した福祉保健活動団体間の情報交換の場になる

よう努力していきます。 

（３） 地域福祉保健計画（ほっとなまちづくり）を通じて得た情報を生かして、地域をつな

げる役割を果たしてまいります。 

（４） エリア別子育て支援連絡会を開催し、地域の子育て関係機関が一同に会して子育て支

援に関する情報交換・意見交換の活性化を図ります。特に地域とのつながりが希薄に

なりがちな未就学児童の親子に向けた子育て広場を中心に、ケアプラザにおける子供

同士・親同士の交流を進めます。また、子育ての悩み等を受け止めて、子育て相談や

子育てサークルなどにもつなげます。 

（５） 要保護児童対策会議に参加して、区内の児童虐待防止の取組みについて情報交換する

とともに、事例を共有して対策を検討いたします。区役所こども家庭支援課や児童相

談所とも連携して要保護児童を各機関につないでいく役割を果たしていきます。 
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Ⅱ 福祉保健活動に関わる情報提供・情報収集 

（１） 広報誌「ときわの森」を毎月１３００部程度発行し、サービス利用者、各自治会町内

会、関連団体等に配布しています。また自主事業のチラシを事業毎に作成し、掲示、

自治会町内会回覧しています。 

（２） ホームページの活用。更に情報の量質ともに充実したきめ細かい情報提供を行います。 

（３） ケアプラザへの来館者および４地区での会合・食事会・老人会への参加することによ

って地域ニーズやケアプラザへの意見・要望などの情報収集を行っていきます。 

（４） 必要な情報が必要な人に届くよう、地域の活動情報を収集して、地域全体に広く発信

できるように情報伝達を更に工夫してまいります。 

 

Ⅲ 自主事業 

（１） 自主事業の企画検討については、所長及びケアプラザ５職種と連携して地域を分析し、 

地域の課題やニーズに基づき地域の福祉保健活動の活性化につながるような事業展

開を検討してまいります。また、高齢者だけでなく、子どもや障がい者などあらゆる

層の住民を意識して事業を展開していきます。 

（２） 新たな生活様式に対応した事業を目指して、ＩＣＴの活用など従来の枠にとらわれな

い事業も検討していきます。 

（３） 子育て世代の親子をはじめ子どもから高齢者までの全世代住民に向けた事業として

｢無料食品配布会｣を実施します。 

（４） 発達障がい児支援を目的とした｢ほっとフレンズ(区内合同事業)｣を中心として、ケア

プラザにおける発達障がい児同士・親同士の交流を進めます。また、発達障がい児特

有の子育ての悩みを受け止めて関係機関とも連携して解決を目指します。 

（５） 障がい支援機関による団体、自立支援協議会と連携して｢保土ケ谷区知ってつながる

障害児地域交流促進事業｣について一緒に検討していきます。区内ケアプラザ合同で

実施｢ほっとフレンズ｣等も積極的に推進していきます。 

 

Ⅳ ボランティアの育成 

（１） ボランティア活動の受入れを推進していきます。 

（２） 常盤台コミュニティハウスと協働で中庭やデイルーム前の庭を通年で整備してい 

ただく園芸ボランティア活動を継続します。 

（３）「よこはまシニアボランティアポイント」の受け入れ施設として、元気な高齢者の 

介護予防・ボランティア活動を進めます。「よこはまシニアボランティアポイント」 

登録研修会を開催し、講座終了後に具体的なボランティア活動を提示して新たな 

人材発掘につなげていきます。 

 

Ⅴ 施設運営の改善 

（１） 所長への意見箱を玄関フロアに設置して、利用者の意見収集をはかるとともに、改善

可能な事柄については速やかに改善を図ります。 

（２）利用者アンケートにより、利用者の意見徴収を行い施設運営の改善につなげます。アン
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ケート意見における改善可能な事柄については速やかに改善を図ります。 

（３）施設における事故や苦情及びヒヤリハット事例を事故・苦情委員会において検討し、事 

故・苦情対策を通じた施設運営の改善を図ります。 

 

令和８年度 事業開催予定  ＊主なものに限る 

 

１． 子育て・学齢児支援事業 

子育て広場…毎月１回 

親子で楽しむクリスマス会…年１回 

親子で楽しむ夏祭り…年１回 

 

２． 介護予防・社会交流支援事業 

美と健康体操…毎月２回 

無料食品配布会…年６回 

 

３． 障がい児・者支援事業 

ほっとフレンズ…年１回（区内８ケアプラザ共催） 

 

４． 人材発掘・育成事業 

よこはまシニアボランティアポイント登録研修会…年１回 

園芸ボランティア活動…毎月１回 

ケアプラザ・コミュニティハウス共催イベント…年２回 

 

※ 地域包括支援センター、生活支援コーディネーターと協働して地域での出張講座を随時 

実施していきます。 

 

 

 

３．地域包括支援センター事業 

今年度も引き続き「地域包括ケアシステムの構築」「多職種連携」などが求められており、

地域活動交流コーディネーター、生活支援コーディネーターとともに地域包括支援センタ

ーも加えた５職種の果たす役割が重要になっております。 

誰もが住みなれた地域で安心して生活できるよう医療、介護、予防、住まい、生活支援サ

ービスを切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」の実現を目標として事業展開してい

きます。 

一人暮らし高齢者「地域で見守り」推進事業、「きらり☆シニア塾」事業、保土ケ谷ほっ
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となまちづくり事業などの地域福祉、地域包括ケアシステムの実現を推進する必要性がよ

り高まる中、今年度も継続してこれまでに培ってきた地域との関係、様々な地域の関係機関

との連携をより深め、ケアプラザの基本理念が達成できるように地域の方々からの相談対

応、サービス調整、事業・講座の企画実施を行ってまいります。 

また、介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務を円滑に実施するため、介護予防支

援・介護予防ケアマネジメントの給付管理及び総合支援事業、介護予防支援・介護予防ケア

マネジメントの制度や理念について、ケアマネジャーに啓発・支援していきます。 

地域住民が必要なサービスが切れ目なく受けられるよう地域の方々を支援してまいりま

す。 

 

Ⅰ 総合相談・支援 

・地域の高齢者等へ、面接・訪問・電話等による相談を行ない、必要な支援内容を把握し 

た上で、適切な機関・制度・サービス利用に繋げる等の支援を行います。 

・区役所、区社会福祉協議会とのカンファレンスにて相談の傾向等を整理分析し、独居・ 

高齢世帯・閉じこもり傾向・心身の状況が低下している高齢者等の状況を把握していき 

ます。 

・自治会町内会や地域の食事会・カフェ・サロン等に出張して、ケアプラザの機能・役割 

について周知するとともに、直接相談を受ける機会を増やします。 

・個別ケースの支援方針について、迅速な情報共有を意識して適切な課題解決に努めま 

す。区役所との間においても円滑な情報共有と連携に努めて、支援方針のすり合わせを 

行ないます。 

・専門３職種を日中に集中配置して、近年相談件数が増加している日中の相談支援の充実・強 

化を図ります。＊平日相談時間９時～１８時。１８時以降はコールセンターへ電話転送。 

専門職遅番勤務１８時３０分までとしています。 

 

Ⅱ 権利擁護 

・地域住民、行政機関、医療機関、介護保険事業者等の関係者と連携し、権利擁護の視点から、 

虐待・孤立・消費者被害などを未然に防ぐためにネットワークを構築します。 

・認知症等により在宅生活に支障がある方への成年後見制度等の案内や支援を行っていきま

す。また、地域住民や事業者等に対して制度の普及啓発に努めます。 

・終活講座や相続講座、個別相談会等を開催して、地域住民や関係者に幅広く権利擁護の啓発

を進めていきます。 

・消費生活センターと連携して消費者被害を未然に防ぐよう努めます。 

 

Ⅲ 包括的・継続的ケアマネジメント 

・地域包括ケアについての啓発を継続します。 
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・ケアマネ連絡会や個別事例の支援などを通じて居宅介護支援事業所のケアマネジャーを支 

援いたします。 

・事例検討会を開催して、ケアマネジャーの課題解決能力の向上を図るとともに、介護予防ケ 

アマネジメント力向上を目指します。 

・地域の高齢者が安心して暮らせるよう、区役所、社会福祉協議会、ケアマネジャー、介護保 

険事業所等の関係機関をはじめ、自治会町内会、民生委員、ボランティア活動団体等ともネ 

ットワークを構築し、支援を必要としている方の把握をしていきます。 

・「地域包括ケアシステム」実現のためのツールとして「地域ケア会議」を推進します。 

個別ケースの課題検討から地域課題を発見し、より大きな包括圏域での課題解決を目指し 

ます。また、地域課題については所長及び５職種で共有するとともに、生活支援体制整備事 

業とも連携して地域課題解決を目指します。 

 

Ⅳ 介護予防事業 

・介護予防を目的とした各種自主事業を実施するとともに、地域の介護予防グループの立ち上 

げ・自主化を支援していきます。 

・「きらりシニア塾（元気づくりステーション）事業」を推進し、地域住民に対して介護予防

の普及啓発や仲間づくりの重要性についても浸透させていきます。 

・生活支援コーディネーターと連携して地域活動グループを支援します。 

・介護予防活動の場や新しい担い手・リーダーを増やすための講座を生活支援コーディネータ 

ーと連携して開催します。 

 

Ⅴ 認知症支援 

・認知症高齢者になっても住み続けられる地域づくりを目指して様々な取組みを継続してい 

きます。 

 ・今年度もチームオレンジ事業を継続します。昨年度までの事業を踏まえて認知症施策推進 

を目指して支援体制づくりに取り組んでまいります。また、今年度もチームオレンジの周 

知・広報活動や認知症の方々の支援などを推進していきます。 

・認知症サポーターを様々な場所や機関で養成して、地域における認知症への一層の理解促進 

を目指します（小中学校、大学、病院職員、福祉機関職員、一般住民などを対象）。 

・認知症カフェを開催して、認知症に関する悩み相談、共有と併せて居場所づくりをすすめま 

す。 

・認知症高齢者見守り事業として、「オレンジカフェ」「認知症高齢者見守りネットワーク」等 

の事業を周知・活用していきます。 

・認知症初期集中支援チームを関係機関と協力して推進いたします。 

 

Ⅵ 医療・介護の連携推進 

・地域の医療機関と｢顔の見える関係｣から｢協働出来る関係｣の構築を目指し、多職種連携会議 

を推進します。 

・地域の開業医や中核病院を訪問して情報交換することにより、顔の見える関係づくりに努め 
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ます。 

・研修医の実習を受入れて、地域医療の推進に寄与するとともに、地域福祉・相談業務の実際 

をご理解いただく機会といたします。 

・基幹病院の相談室と協働して、講座やイベントを開催します。 

・個々のケースについては、医療機関を訪問しての面接、地域連携室、退院調整看護師を訪問 

又は電話にて連携を深めます。 

 

Ⅶ その他 

・所長及びケアプラザ５職種の連携を更に進めて、地域課題の分析や地域づくりの目標につい 

て情報共有して事業を推進します。 

  ・横浜国立大学等と協働して、より幅広い世代・地域住民に向けた講座を開催して、地域福祉 

に対する理解を広めてまいります。 

・エリア内介護保険事業所の運営推進会議に出席して、事業所の運営状況を確認いたします。 

・地域の高齢者がいつまでもその人らしく過ごせるよう、健康福祉を目的とした自主事業を引 

き続き展開致します。 

 

令和８年度 事業開催予定  ＊主なものに限る 

 

１．総合相談・支援事業 

出張講座…不定期開催 

 

２．権利擁護事業 

  介護者のつどい…年６回 

 

３． 認知症関連事業 

チームオレンジ事業…事業計画に従い通年実施 

認知症サポーター養成講座…年４～５回程度 

ときメイト連絡会……年１回 

 

４． 包括的・継続的ケアマネジメント事業 

区内包括合同連絡会…年４回 

区内包括合同新任ケアマネ研修…年３回 

多職種連携会議全体会…年１回 

事例検討会…年２回 
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５． 介護予防事業 

きらきら長寿ときめき塾…年６回 

楽しくコグニサイズ…年１回程度 

 

６． その他 

地域ケア会議…年２回 

包括圏域地域ケア会議…年１回 

地域活動グループリーダー連絡会…年２回 

フラワーアレンジメント…年１回 

 

４．生活支援体制整備事業 

生活支援体制整備事業は、高齢者一人ひとりができることを大切にしながら暮らし続け

るために多様な主体が連携・協力する地域づくりを目指して取り組みを進めております。高

齢者が孤立することなく、生きがいや役割をもって自分らしく暮らし続けられるように

様々な社会参加の機会を作り出していくことを目的としています。 

上記の目的を達成するために、生活支援コーディネーターは【見守り・つながりの仕組み

づくり】【交流・居場所づくり】【生活支援の仕組みづくり】の３つの視点から専門職の連携

による支援と住民による支援（住民による自主的な取り組みや支え合い活動）の双方の支援

を一体的に行うことにより、高齢者のニーズに応えていきます。 

 

Ⅰ 地域特性やニーズの把握・分析 

（１） 常盤台地区・中央東部地区・上星川地区・和田釜台地区での会合・サロン・体操教室・ 

老人会・食事会等地域の活動に、包括支援センター・地域活動・交流事業と協働で参

加し、活動把握・情報交換を進めていきます。 

（２） 地域包括支援センター、地域活動・交流事業と連携し、情報の共有を行うとともに相

互の情報を基に分析し、支援体制の構築に向けて取り組みます。 

（３） 定期的に区役所・区社会福祉協議会、また第１層（区社会福祉協議会）・第２層（各ケ 

アプラザ）に配置された生活支援コーディネーターと連携を図り、包括圏域及び区域

での課題を分析、検討をします。 

（４） 地域の課題解決に向けて、行政および福祉事業所や民間企業など幅広い関係機関との

情報共有や連携の方法について検討を進めていきます。 

（５） 地域アセスメントを踏まえ、地域課題となっている担い手育成発掘や地域主催のサロ

ンや体操グループ等の継続発展のため、他部門と連携しながら支援します。 

 

Ⅱ 社会資源の開発と連携体制 

（１） 自治会町内会、地区社会福祉協議会、民生委員・児童委員、また学校や事業所、福祉
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施設等幅広くの団体・機関と連携を図っていきます。また、関係機関同士の橋渡しを

行い、地域に必要とされる①見守りの仕組みづくり②通いの場づくり③生活支援の仕

組みづくりに取組みます。 

（２）「高齢者一人ひとりがいきいきと暮らし続けられる地域づくり」という目標を地域と共 

有し、高齢者自身が役割を持って活躍できる場、社会参加を通した介護予防、また地域 

の担い手発掘等の視点をもとに地域で地域を支える仕組みづくりに向けて取り組みま 

す。 

（３）各地区の活動・課題に応じて活動継続、新たな資源開発に向け、整理収集した情報を提

供し支援します。 

（６） ホームページや広報紙等で取組を発信し、事業について関心を持つきっかけ作りを行

います。また地域活動の情報を可視化しきらりシニアマップ等で周知します。 

（７） 地域活動情報の収集と分析を継続し、横浜市全域で統一して取り組んでいる「ヨコハ

マ地域活動・サービス検索ナビ(Ayamu)」のデータ更新を行います。また地域住民やケ

アマネジャーなどが活用しやすいようデータ活用に向けて保土ケ谷区役所・保土ケ谷

区社会福祉協議会と連携して準備を進めていきます。 

（８） 昨年度から「買い物困難の解消」を目的とした移動販売を開始する地域が増えていま

す。今後も地域住民や関係者と一緒に課題の解決方法について検討していきます。 

（９） 具体的な地域のニーズの把握、情報交換の場、具体的な活動内容の検討等、高齢者が

暮らしやすい地域づくりに向けて協議体の開催を検討し、必要に応じて開催します。 

 

Ⅲ ネットワークの構築 

（１）常盤台地区・中央東部地区・上星川地区・和田釜台地区での会合、活動に積極的に参加 

し、地域住民と顔の見える関係作りに努めます。 

（２）地域情報、現状の状況をもとに短期計画、長期計画を立て取り組みをすすめます。 

（３）既存の会議等を活用し、情報収集及び連携体制の強化をすすめます。 

（４）地域福祉保健計画（ほっとなまちづくり）を通じて得た情報を生かし、地区支援チーム 

の一員として、誰もがいきいきと暮らせる地域づくりに向けた支援をしていきます。 

（５）地域における民間事業所や企業がそれぞれの強みを生かした地域活動を発展させられ 

るように支援・調整していきます。 

（６）「老後も住み続けられるまちづくり」を目指して、横浜国立大学と協力してワークシ 

ョップを推進してまいります。今後も引き続き住みやすい町づくり研究を行います。 

（６） 地域の居場所として整備される「二つ台みーとみーと」の活動について、地域の中で

活動が周知・定着するように支援していきます。 

（７） 「羽沢国大まちづくり協議会」の活動が、まちづくりプランの実現に向けて取り組み

を継続できるように事務局として支援していきます。 
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令和８年度 事業開催予定  ＊主なものに限る 

 

 ワークショップ…年５回程度 

  

 

５．居宅介護支援事業 

  居宅介護支援事業では、要介護・要支援者と、そのご家族の日常生活がより良いものにな

るよう、在宅のご利用者に対する介護保険サービスの調整を中心に業務を行いながら総合的

な支援を実施していきます。 

     （１）介護支援専門員の倫理綱領をもとに、個人の尊厳の保持を旨とし、利用者の人権

を擁護し、要介護者または要支援者が可能な限り居宅において自立した日常生活を営

むことが利用出来るよう、利用者本位の立場から支援していきます。 

(２) 適正な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率

的に提供されるように、公正中立な立場に立ち、居宅サービス計画(ケアプラン)を作

成するとともに、サービス事業所等の連絡調整を行います。 

(３）関係行政機関、地域の保健・医療・福祉サービス事業者、ボランティア団体等との

連携を図り、総合的なサービス提供の調整に努めます。 

(４）地域包括支援センターや区役所と連携をとり、独居・虐待等の困難ケースの対応に

も力を入れていきます。 

(５)主任介護支援専門員の管理者と介護支援専門員３名(兼務含む)の人員体制をとりま

す。 

 (６) ケアマネジャー一人あたり４０件(請求ベース)を目標として、更に採算性に配慮し 

た経営に留意してまいります。 

    (７) 利用者ご本人の心身状態やご家族の意向を理解し、ご本人・ご家族とサービス提供

事業者と随時の話し合いの機会をもつことで利用者本位の適切な援助プランを作成

します。また、月１回以上の定期訪問・モニタリングを実施し、プラン変更の検討や

計画等の説明を行います。 

   (８) 介護支援専門員の専門性向上の為、計画的な研修を実施する他、地域のケアマネ連

絡会などにも積極的に参加し、所内での報告を行います。 

尚、サービス提供の為に必要な留意事項の伝達などを目的として、定期的(概ね週 1

回以上)に会議を開催します。 

   （９）介護支援専門員実務研修の受け入れ体制を整えて、積極的に新たな介護支援専門員 

の育成に寄与していきます。 

 (10) 研修医の実習を受入れて、地域医療の推進に寄与するとともに、地域福祉・相談業 

務の実際をご理解いただく機会といたします。 

   （11）地域の方々に向けて、月１回の広報誌において、必要な情報提供に努めます。 
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（12）年に１回はご利用者アンケートを実施し、ご本人・ご家族からご意見を伺いサービ 

スの向上に努めます。 

(13) 業務継続計画（ＢＣＰ計画）を推進致します。自然災害や感染症拡大の際にもサー 

ビス提供が滞らないように努めていきます。 

   (14) データ連携システムの導入及び活用をすすめていきます。 

 

６．通所介護事業 

「あったか介護で笑顔あふれるデイサービス」を理念に掲げて、在宅要介護（要支援）高齢者

が住み慣れた地域で継続して生活できるよう援助することを目的として事業展開いたします。

幅広い利用者の受入れを積極的に行い、在宅生活の継続に資するサービスを提供していきます。

また、サービス内容の採算性及び適切な職員配置等を検討致します。 

（１）ご利用者様が自立した日常生活を営むこと、及びご家族の介護負担軽減を目標に、

ご利用者様の心身の特性を踏まえ、身体の状況に応じて、通所介護計画に基づいた入

浴・排泄・食事等の介護と機能訓練を行います。 

（２）通常規模通所介護（予防含む）定員４０名で運営します。ご利用者様の要介護（要

支援）認定区分や認知症状など心身の状況に応じたサービスをより大きなスケールで

実施できるようにいたします。 

（３）サービス提供時間を 9 時 30 分から 16 時 35 分（7 時間 05 分）といたします。 

（４）事業者規模は通常規模とします。 

   また、１日あたりの利用者平均数は２８名（一般・介護予防）を目標として、更に

採算性に配慮した経営に留意してまいります。 

（５）通所介護サービス提供体制加算Ⅰ、通所介護処遇改善加算Ⅱ、個別機能訓練加算Ⅰ

イ、中重度者ケア体制加算、認知症加算を算定いたします。 

（６）送迎車両はリフト付き１０人乗りから軽車両まで様々な車種を用意しており、ご利

用 

者様の健康状態や住環境に応じて狭隘道路でも臨機応変に対応致します。 

（７）食事サービス向上のため、出来立て自前調理の昼食と手作りおやつの提供を継続い

たします。 

（８）入浴は銭湯並みの広い浴槽に手すりと階段を備え、安全な入浴を実現します。 

  また、座ったままでのリフト入浴も可能です。 

（９）ご利用者様の認知症の症状に応じて適切な認知症介護に努めます。 

（10）ケアマネジャーとの連携をはかり、サービス担当者会議等を通じて情報を共有して

ご利用者様の心身の状況を的確に把握して適切なサービス提供に生かすとともに、ケ

アマネジャーに対して情報提供や提案をいたします。 

（11）新規のご利用者を積極的に募集していきます。パンフレット・広報誌・ホームペー

ジ・空き情報 FAX 等を活用して地域住民やケアマネジャーに更なる周知を図ります。 
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（12）相談員等が毎月居宅介護支援事業所を訪問して、情報交換と営業活動に力を入れま

す。 

（13）デイルーム内のレイアウトを行い、暖かい雰囲気で、くつろげる空間を提供する工

夫をいたします。冬は床暖房で暖かさを保ちます。感染症の予防のため、消毒・換気

及び空気清浄機の活用などを実施します。感染予防に留意した清潔で快適な場所を目

指します。  

（14）ご利用者様全体での集団レクリエーションだけでなく、ご利用者様の心身状況に応

じた個別レクリエーションの導入をすすめていきます。  

（15）新規ご利用者の獲得を目的として、法人本部である特別養護老人ホーム夢の里と協

力して、夕食弁当お持ち帰りサービスを実施します。 

（16）団体・個人のボランティア活動を支援するため、ボランティアの受入れを致します。 

  近隣小中学校や幼稚園等との交流を継続・促進します。 

（17）各種実習の受入れを積極的にすすめます。 

（18）防災意識の向上を目指して年２回防災訓練を実施いたします。 

（19）介護事故・車両事故・個人情報漏えいの発生防止に更に力を入れていきます。 

(20)業務継続計画（ＢＣＰ計画）を推進致します。自然災害や感染症拡大の際にもサービ 

ス提供が滞らないように努めていきます。 

 (21) データ連携システムの導入及び活用をすすめていきます。 

(22)今年度の目標・課題も、前年度に引き続き経営状況の改善が先ず挙げられます。 

更なる利用率の向上と経営収支の改善を目指して参ります。 

その目標達成のために、他事業所や他の介護支援専門員との連携強化や、新規利用者 

の柔軟かつ迅速な受け入れを実施します。 

ご利用者様が安心して利用を楽しめる体制づくりのため、職員のスキルアップを目

指して、入浴介助・認知症ケア・虐待防止などの研修を実施します。ご利用者様と職員

との人間同士のつながりを育てていくあたたかな通所介護を目指していきます。 


